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北海道日本型直接支払推進協議会
事務局長　三　沢 　裕　二 　
多面的機能支払交付金における活動組織の自己評価及び市町村による評価について

　本協議会の推進運営につきましては、日頃よりご理解ご支援賜り厚くお礼申し上げます。
　このことにつきましては、多面的機能支払交付金実施事務取扱要領（平成27年4月17日付け農設第42号農政部長通知（制定））（以下「道事務取扱要領」という。）等に基づき道協議会を経由し提出頂く必要があることから、次のとおりご案内いたしますので期日までの提出をお願いいたします。
記
１　自己評価・市町村評価の報告様式及び該当活動組織
道事務取扱要領第９により市町村は下記様式を作成し、道協議会を経由して知事に提出します。
作成に際しては、ファイル名「（参考）取組状況評価書作成手順」を確認してください。
該当活動組織及び市町村は、ファイル名「H30自己評価・市町村評価実施計画310219」のH30年度に「○」「●」で示しています。
＜活動組織の自己評価＞
　　・自己評価・市町村評価様式第１号

＜市町村長から知事への報告文＞
　・自己評価・市町村評価様式第２号
　　　・（別紙）地域資源の適切な保全管理のための推進活動の取組状況評価書　及び　
多面的機能の増進を図る活動の取組状況評価書　　

※市町村における評価（優良・適当等）は、ファイル名「市町村の判断基準のガイドライン」を確認のうえ行ってください。

２　報告（提出）の方法

上記１のうち、（別紙）の取組状況評価書については、農林水産省への報告とりまとめ作業の関係からエクセルデータファイルをメールで提出願います。
３　報告（提出）期日
道事務取扱要領第９の２により「４月２５日」までに提出すると定められています。
（実施状況の報告と同じ期日で道協議会へ提出）
４　留意事項
農林水産省より平成29年11月13日付け事務連絡で財務省による予算執行調査が実施された結果を踏まえた留意事項の通知がありますので、ご確認ご対応のほどよろしくお願いします。

（１）市町村評価では、評価時点における活動組織の「地域資源の適切な保全管理のための推進活動」の進捗状況に課題が生じていないかを確認すること。
（２）市町村評価では、自己評価における上記進捗状況が過大あるいは過小評価となっていないかを確認すること。
（３）市町村評価では、（１）及び（２）を含む市町村による確認が書面のみでは十分にできない場合は、聞き取りや現地確認を行い評価すること。
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